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1。 は じめ に

わが国におけ る軽水冷却型商業用発電炉(軽 水炉)

は, 昭和45年3月 に敦賀発電所1号 機(沸 騰水型原子

炉, 電気出力35万7千kW, 日本原子力発電株式会社)

が初めて営業運転を開始して以来, 十数年の運転経験を

経て, 現在では全国で23基(沸 騰水型原子炉12基,

加圧水型原子炉11基), 合計設備容量約1,700万kW

の軽水炉が運転中であり, いまや総発電電力量に対する

原子力発電の割合いは20%近 くを占めるにいた り, ま

すます石油に代る将来のエネルギー源として期待されて

いる。

一方, 原子力発電所の運転基数, 運転年数数の増加とと

もに従業員の作業被曝線量も増加の傾向にあることが知

られており, 原子力発電を定着させるため, その低減化

が望まれている。

原子力発電所における従業員被曝は, 機器等の信頼

性, 作業量, 作業場の放射線量率等と深い関連があり,

それぞれ低減化対策が進められているが, ここでは, 一

次冷却系放射線量率低減対策の一環 として炉心外一次冷

却系配管 ・機器表面に付着した放射化腐食生成物による

放射線量率増大に着目し, その低減策として, 沸騰水型

原子力発電所(BWR), 加圧水型原子力発電所(PWR)

が各 々実施して来た腐食生成物の発生抑制と除去方策に

ついて報告する。

2.HBWRに おけるクラッ ド低減対策

BWRで は, 第1図 に示すように, 原子炉で発生 した

蒸気で直接タービンを駆動している。これ らの蒸気は復

水器により冷却されたのち, 復水浄化系で全量浄化され

給水系を経て再び原子炉へ送 られ加熱され る。復水系, 

給水系で発生した微量の鉄, コバル ト等の腐食生成物が

原子炉内へ持ち込まれ, 炉心において中性子の照射を受

け, 60Co, 58Co, 54Mn等 の放射化腐食生成物 となる。

原子炉への腐食生成物持ち込み量が炉心(特 に燃料被

壌覆管表面)で の付着限界量を越えた時, また炉心におけ

る沸騰現象あるいは原子炉の停止等による冷却材の熱流

動特性の変化が生 じた時等に, 付着 していた60Co等 の

放射化腐食生成物が原子炉水中に脱離 し, 原子炉再循環

系, 原子炉浄化系等原子炉廻 りの一次冷却系機器 ・配管

内を循環中, これ らの内表面に蓄積 し一次冷却系におけ

る放射線量率を上昇させることとなる。

したがつて, 一次冷却系における放射線量率の低減, 

すなわち60Co等 の放射化腐食生成物の機器 ・配管内表

面への蓄積を抑制するためには, 

“腐食生成物の原子炉内への持ち込み抑制による炉 心

での放射化 お よ び炉水への脱離防止(ク ラッド低減対

策)”が 重要である。

第1図 に腐食生成物の挙動, 第2図 に一次冷却系配管
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内表面に付着 した放射化腐食生成物の線量寄 与 率 を 示

す1,2)。

BWRに おけ る十数年にわたる運転経験 を も とに,

給 ・復水系, 原子炉水等一次冷却系水中の腐食生成物の

挙動を原子炉停止時, 起動時, 通常運転時と発電所の運

転モー ドごとに整理してみると, 定期検査終了後の原子

炉起動時に原子炉内へ持ち込まれる腐食生成物の量が,

通常運転時の持ち込み量に対してかな りの割合いを示す

ことが敦賀発電所の例などにより判明した3)。

この結果を踏まえ, 腐食生成物の発生抑制および原子

炉内への持ち込み抑制をより効果的に行 うため, 下 記の

ごとく発電所の運転モー ドに合わせた適切なクラッド低

減対策を実施 している。

2.1停 止時対策

BWRに おいては, 運転時に炉心で沸騰現象を伴 うこ

と, お よび放射線による分解または放射化により放射性

物質濃度が増加すること等のため従来の火力発電所で行

つて来たような薬品による防錆処理の適用が難 しい の

で, 運転中の一次冷却系統の水質を第1表 のごとく高純

度に保ついわゆる中性純水処理を行つている2)。したが

つて, 原子炉停止時においても薬品注入保管による防錆

対策を講 じることは困難であり, 発電所停止期間に応 じ

て以下の二 とおりの対策を使いわけている。

(1)乾 燥保管

定期検査等により発電所が長期間停止する場合, 停止

か ら6～7時 間後の給水温度がまだ60℃程 度あ り, 配

管が温かい状態で給水系の保有水を液体廃棄物処理系に

排水(ホ ットドレソオフ)し, 配管の残留熱によつて給

水配管内表面を乾燥させる。

このホッ トドレンオフによる乾燥保管は, 従来の原子

炉を停止したあと長時間を経た冷温状態で給水系の保有

水を系外へ排水し, 湿 潤状H態のまま放置し, 給水加熱器

の点検等の作業により給水系に新鮮な空気を入れ, 腐食

雰囲気を作 つてしまう冷温時排水方法 と比較 して防錆対

策上極めて優れた効果を挙げている。

(2)再 循 環満水保管

短期間の停止等で上記(1)の保 管対策が適用できない場

合, 最終段の給水加熱器出口か ら復水器ホットウェルへ

の戻 り配管を利用 して常時満水状態で再循環させる。 こ

の時, 復水脱塩装置を用いて再循環水の水質を高純度に

保ち, 電気化学的腐食を抑制 しながら飽和状態にある溶

存酸素(約8ppm)で 給水配管内面の酸化鉄保護被膜を

維持する3)。

この方法 も停止時給水系の保管方法 として防錆対策上

優れた効果を挙げている。

2.2起 動時対策

定期検査等による長期停止後の起動直前(7～10日 ほ

ど前)に 前述2.1(2)再 循環満水保管の要領で給 ・復水系

をフラッシングし, 停 止中に給 ・復水系配管内表面に発

生した腐食生成物を復水浄化系で除去 した後, 原子炉を

起動することにより, 停 止中に発生 した腐食生成物の原

子炉内への持ち込みを抑制する。なお, 停止時保管対策

との併用により, よ り一層の効果が得 られている。

2.3通 常運転時対策

通常運転時の原子炉内への腐食生成物持ち込み量を抑

制するため, 適正材料選択による復水系, 抽 気系での腐

食 ・浸食防止, 発生 した腐食生成物を効果的に除去す る

ための復水浄化系除鉄率の向上および溶存酸素濃度 コン

トロールによる給水系での腐食生成物発生防止等の対策

が現在各発電所において採用されている。

(1)材 料選定

BWRに おける腐食生成物のおもな発生源はタービン

復水器周辺(抽 気系, ヒータ ドレン系を含む)で ある。

初期のBWRで は, この系統の材料として炭素鋼を使用

第1図 BWR一 次冷却系における腐食生成物の挙

動1)

第2図 BWR一 次 系 配 管 に 蓄 積 した 放 射 化 腐食 生

成 物 組 成2)

(1)Ru-103etc(2.2%) (2)2Fe-59(2.3%)

(3)3Mn-54(7.7%) (4)Co-58(5.8%)
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していたが, その後の試験結果に基づき最近では復水器

構造材等は耐候性鋼, エ ロージョン等の生じやすい抽H気

系には低合金鋼を採用し, 腐食生成物発生量を抑制して

いる。

また, コバル トの主要発生源である給水加熱器管材お

よび制御棒のローラ部材については, それぞれ低コバル

トステンレス鋼, コバル トフリー合金等が使用されつつ

ある4)。

(2)溶 存 酸素コントロール

復水浄化系下流側において発生した腐食生成物は, そ

のまま給水系を通 つて原子炉内へ持ち込まれる。 したが

つてBWRで は, 給水系における防錆対策の強化が重要

な役割 りをもつている。

配管 ・機器等の金属内表面の防錆を図るためには鋼を

不動態化する必要がある。BWRの よ うな中性純水処理

を行 つているプラントにおいては, 溶存酸素, 過酸化水

素等の酸化剤を用いて鋼を不動態化電位(プ ラーデ電位

より高めで再活性化電位以下)に 保つことに より不動態

化する方法が用いられている。

わが国における具体的方策としては, 復水浄化系出口

配管等より酸素ガスを注入することによつて給水中の溶

存酸素濃度を適正値(20～60ppb)に 調整 し, 鋼 の不動

態化を図つている。これにより給水配管内面に安定な酸

化被膜を形成, 維持 し, 配管等か らの鉄の溶 出 を 抑 制

する方法が広 く採用され, そ の有効性が実証 され て い

る3,5)。

(3)復 水浄化系除鉄性能向上

前記(1)で述べたようにBWRに おける腐食生成物のお

もな発生源はタービン復水器周辺(抽 気, ヒータ ドレン

を含む)で ある。これ らの腐食生成物を原子炉内へ持ち

込ませないためには, 復水浄化系において腐食生成物を

効率的に除去する必要がある。

現在, わが国の最新のBWRで は粉末イオン交換樹脂

を用いた前置濾過器(フ ィルタ脱塩器)と 混床式脱塩器

を シ リー ズに運転する復水浄化系を採用する傾向にあ

り, この浄化系を採用しているプラントでは復水浄化系

缶 口水の鉄濃度は1ppb以 下 とい う結果を得ている。

一方, 既設の発電所においては, 設置場所等の問題で

フィルタ脱塩器の追加設置が難 しい等の制約もあ り, 混

床式脱塩器だけで除鉄性能を向上させるべ くその除鉄メ

第1表 BWR一 次冷却系水質管理概要2)
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カニズムの検討を含めて除鉄性能向上の具体策の検討を

行つている。

その結果, 復水中の不溶解性腐食生成物(ク ラッ ド)

が復水脱塩器のイオン交換樹脂に捕集される除鉄メカニ

ズムとしては クラッド・イオン交換樹脂間の静電力(ゼ

ータ電位差)に よる吸着であるとの判断に基づき, イオ

ン交i喚樹脂の平均粒径を従来の720～780ミ クロン程度

か ら600ミ クロン程度へと小粒径化することにより, イ

オン交換樹脂の表面積を大きくし, 樹脂表面でのクラッ

ド吸着量を増加し, 除鉄性能向上を図るべく各種 の試

験 ・研究が実丸施され, ほぼ実用化の見通 しが立つて来て

いる6)。

3.PWRに おけるクラッ ド低減対策

PWRは, 第3図 に示す ように, 原子炉で加熱された

一次冷却材が, そ の熱を蒸気発生器(「STEAMGEN-

ERATOR」 以下 「S/G」 という。)を 介して二次冷却系

へ伝達 し, 蒸 気を発生させる。この二次冷却系蒸気に よ

つてタービン・発電機を駆動 し発電を行 う。S/Gで 熱

交換された一次冷却材は再び一次冷却材ポンプにより炉

心へ送 られ加熱される。

このように一次冷却系と二次冷却系がS/Gを 介 して

完全に隔離されているため, 両系統の水質はそれぞれ独

立に管理されてお り, 放射性物質は一次冷却系の限定さ

れた範囲に閉じ込められている。 また, 一 次冷却系は高

温高圧の条件下で, 温度差の少ない単液相の密閉水循環

回路で構成されている。

このような条件のもとに行われているPWR一 次冷却

系の水質管理の特徴として挙げ られるのは, ホウ酸によ

る原子炉出力の化学制御と水酸化 リチウムによる一次冷

却材のpHコ ントロールである。さらに, 燃 料集合体お

よび各機器の健全性を維持するために, 水素を添加して

水の放射線分解による酸素の発生を抑制するとともに系

全体を還元性雰囲気に保つている。第2表 に一次冷却材

の水丸質管理の状況を示す2)。

PWRに お け る一次冷却系放射線量率の上昇機構も

BWR同 様一次冷却系の機器 ・配管より発生した腐食生

成物が, 原子炉内で中性子の照射を受け放射化腐食生成

物とな り, 一 次冷却系機器 ・配管内表面に蓄積すること

に起因している。第3図 にPWR一 次冷却系における腐

食生成物の挙動を示す1)。 また, 放射化腐食生成物の組

成および放射線量率寄与については, 第4図 に示す よう

におもに58Coと60Coで あることが知 られている7)。

58Coは58Ni(天 然存在比67.76%)の(n, p)反 応に

より, また60Coは59Co(天 然存在比100%)の(n, γ)

反応により生成される。これらの放射化腐食生成物の組

成, 一次冷却系機器 ・配管の材質および一次冷却材との

接液面積を考慮するとPWRの 腐食生成物のおもな発生

第3図 PWR一 次 冷却系における腐食生成物の挙

動1)

第2表 PWR一 次冷却材水質管理概要2)
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源はS/G伝 熱管材のインコネル合金(ニ ッケル含有率

70%以 上)で あることがわかる。

したがつて一次冷却系における放射線量率の低減を図

るためには, 
“S/G伝 熱管か らの腐食および腐食生成物の移行を抑

え, 原子炉内への持ち込み, 炉心への付着および放射化

を抑制するとともに, 一次冷却系機器 ・配管内表面に蓄

積した放射化腐食生成物を除去する。”

ことが重要である。

ここでは, 放射化腐食生成物の発生抑制およびその除

去方策について, それぞれの具体策を述べる。

3.1放 射化腐食生成物の発生抑制

PWR一 次冷却系の腐食生成物はおもにニッケルフェ

ライ ト(NixFe3-x04)で あ ることが知 られている。 この

ニッケルプェライ トと同じスピネル化合物であるマグネ

タイ ト(Fe304)のPWR一 次冷却系運転温度領域にお

ける溶解度と水酸イオンH濃度(〔OH-〕)と の関係を第5

図および第6図 に示す。

ニッケルプェライ トも同じような挙動(溶 解度)を 示

すと考えると, 高 〔OH-〕 領域では高温になるほど溶解

度は高 くなる。また, 運転中のS/Gと 燃料被覆管の表

面温度を比較すると燃料被覆管の方が高温と な つてい

る。

したがつて, pH調 整剤 として添加されている水酸化

リチウム(LiOH)に よ り一次冷却材中の 〔OH-〕 を高 く

し, 高pH領 域にコントロールす ること(高pH運 転)

に より, 低温側(S/G)で の溶解度に較べて高温側(燃

料被覆管)で の溶解度は高くな り, S/Gで の腐食生成物

の溶出を抑制し, 燃料被覆管表面への付着を抑制するこ

とができると考えられる1.7)。

これ らS/G伝 熱管での溶出抑制, 燃料被覆管表面への

付着抑制により, 原子炉内への腐食生成物の持ち込み量

低減および腐食生成物の放射化を抑制することとなり,

一次冷却系放射線量率低減に対して効果を挙げている。

第2表 にわが国のPWRが 最適pHで 運用されている

ことが示されている2)。また, 燃料被覆管表面への腐食

生成物の付着に及ぼす因子として, 溶存水素, 熱流束,

原子炉水中の腐食生成物濃度も考えられるが, pHほ ど

影響は大きくないとされている1)。

3.2放 射 化腐食生成物の除去

原子炉停止降温操作時のホウ酸添加 とホウ酸解離度 の

増加による冷却材pHの 低下, お よび冷却材の温度降下

に伴 うニッケルフェライト等スピネル化合物の溶解度の

第4図 冷却材配管に沈着した放射性クラッド組成

と線量寄与7)

組 成 線量寄与

第5図 Fe3O4溶 解 度7)(H2: 1atmat25℃)

第6図 [OH-]濃 度に対する鉄の溶解度7)
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増大特性と, 低温停止後に原子炉内で残存する過酸化水

素等の酸化剤による溶出特性を利用して放射化腐食生成

物を溶出させ, 第3図 に示すごとく化学体積制御系にあ

る混床式脱塩装置によつて除去する7)。

このように, 保 守点検作業が開始される以前の, プラ

ント停止操作時に一次冷却材を低pH領 域にコントロー

ルし, 溶 出放射化腐食生成物を混床式脱塩装置で除去す

る一連の運転操作(酸 化運転)を 行うことが, それ以降

の一次冷却材の放射能濃度の低減および作業被曝線量を

低減する うえで効果的であ り, す でに実プラントの運用

に反映されている。

4.ま と め

一次系放射線量率低減対策の一環 として放射化腐食生

成物に着 目し, BWR, PWRお のおのその特徴を活かし

て乾燥保管(ホ ットドレンオ フ), 再循環満水保管, 適

正材料選定, 溶存酸素 コントロール, 復 水浄化系除鉄性

能向上, 起動時ブラッシ ン グ(以 上BWR), 稼働中の

高pH運 転, 停止時の酸化運転(以 上PWR)等 の クラ

ッド低減対策を実施して来た。

その結果, BWRに おいては金属不純物濃度は, 第1

表に示すように, 原子炉水中で10ppb程 度, 給水中で

2'一3ppb以 下 に維持 ・管理されてお り, また, 第7図

における敦賀発電所の例に見 られ る ご と く, 一時300

mR/hrま で上昇 した一次系配管放射線量率が100mR/

hr以 下 まで低下した。さ らに, 運転開始初期から対策

を実施して来た島根発電所においては, 営業運転開始後

約5EFPY(EFFECTIVE FULL POWER YEARS; 有

効稼働年数)経 過しても約50mR/hrと 低線量率の維持

に成功している。

一方PWRに おいても第2表 に示 した ように原子炉水

第7図 BWR一 次 系配管放射線量率2)



軽水炉一次冷却系における放射線量率低減対策 57

中の金属不純物濃度は1oppb程 度 に管理されてお り,

蒸気発生器水室線量率については第8図 のごとく諸外国

と比較 して低線量率に保たれている。

以上のごとく, BWR, PWRと も一次冷却系放射線量

率低減には一応の成果を得ているが, よ り一層 の対策強

化を図るため, 腐食生成物の一次冷却系統内における挙

動のより詳細な把 握, pH, 電気伝導度, 溶存酸素等腐

食関連因子のより正確な測定技術の開発(試 料採取系の

改善, 高温状態でのモニタリング)を 行 うとともに, プ

ラント熱効率や廃棄物の発生量低減を考慮した コパル ト

除去技術の開発(高 温プィルタの適用検討, 無機イオン

交i換体の開発)等 が進め られてお り, 今後の成果が期待

されている。

第8図 PWR蒸 気発生器水室線量率

●◆★▲▼■ Japanese PWR plant□ Dose rate ranges in JAPAN

Time-Effective Full Powered Years CEFPY)
Open symbols are fore ign plants
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